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― 1 9 7 0 年 代 の 日 本 の 農 業 問 題 ( 7 ) ―



























































































































































































































1960年度 1970年度 対 比 1980年度 対 比
貯 金 高 農 協 793,248 5,939,955 7.5倍 26,845,510 4.5
県 連 481.859 3.378.466 7.0 16,673.307 4.9
中 金 207,535 1.569,684 7.6 8.898,912 5.7
版 売 高 農 協 599.859 2.108,806 3.5 5,500,882 2.6
県 連 544.162 1.687.161 3.1 4,733.049 2.8
全国連 446,523 1.351.147 3.0 3.274,733 2.4
購 買 高 農 協 280,070 1.239,827 4.4 4,700,382 3.8
県 連 201.696 953,629 4.7 3,794.892 4.0
全国連 162,276 864,614 5.3 2,932,030 3.4

























































































農 協 .県 連
1960年度 1980年度 1960年度 1980年度
版 売 事 業 計 88.6串 91.5車 87.9帝 65.24
政 府 米 99.1 100.0 100.0 100.0
麦 類 96.9 99.6 98.8 64.8
野 菜 )61.1 92.8 25.0 51.0果 実 89.5 49.8
購 買 事 業 計 68.9 75.9 79.4 69.5
生 産 資 材 74.2 80.5 81.5 78.5
肥 料 85.8 90.8 92.8 85.4
飼 料 72.8 89.0 78.7 91.1
農 機 具 68.2 75.4 67.7 - 65.1
鼻 薬 66.5 75.0 90.6 94.4
生 活 資 材 51.6 65.1 62.7 45.5
(注 ) 農林水産省r総合農協統計表Jr農協連合会統計表｣に上る｡
畜産物､1980年度は肉豚の数値をしめす｡
第 3表 系統農協経済事業の品目構成の推移 (単位 .･車)
農 協 県 連
100 100- 100 100 100 100 100 100
61.0 51.3 35.9 72.5 61.0 41.2 80.3 78.5
8.0 1.5 2.3 9.2 1.8 2.6 10.1 0.4
) 7.7 8.4 15.0 ) 3.4 7.6 15.4 ) 1.4 3.99.4 10.3 4.8 6.0 2.7
8.1 19.0 25.1 5.8 19.9 27.2 2.7 8.5
15.2 10.4 ll.4 9.1 4.9 7.6 5.5 6.0
100 100 100 100 100 100 100 100
76.4 73.3 68.1 78.6 75.9 72.4 91.7 93.4
31.2 13.7 9.7 3日.1 13.7 10.5 49.4 15.2
1~9.5 23.9 17.5 19.0 28.1 lI与.9 24.0 51.7
8.0 10.4 7.8 7.6 9.5 6.3 6.9 6.6
6.6 .TL8 5.8 5.0 5.0 4.7 7.1 6.2
ll.2 19.5 27.3 8.8 19.6 32.0 4.3 13.8
23.6 26.7 31.9 21.4 24.1 27.6 8.3 6.6
























































































第4表 農業事業量の推移 (1960-80年度) (単位 :億円 ,車)
版 売 高 前年比 購 買 高 前年比 貯 金 残 高 前年比
1960 5,999 6.9 2,801 ll.6 7,933 22.3
1961 7.064 17.8 3,451 23.2 9,832 23.9
1962 8,454 20ー0 3,959 14.7 12,183 23.9
1963 9,182 8.6 4,640 17.2 15.176 24.6
1964 10,248 ll.6 5.177 ll.6 19,314 27.3
1965 12,425 21.2 6,114 18.1 23,337 20.8
1966 14,903 19.9 7,404 21.1 28,379 21.6
1967 19.039 27.8 8,545 15.4 34,647 22.1
1968 20,898 9.8 9.655 13.0 40.857 17.9
1969 21.314 2.0 10,886 12.7 50.209 22.9
1970 21.088 △ 1.1 12,398 13.9 59.400 18.3
1971 21,419 △ 3.2 13,830 ll.6 71.176 19.8
1972 24,350 19.3 15.364 ll.1 92,384 29.8
1973 30,178 23.9 20,535 33.6 113,010 22.3
1974 37,724 25.0 27,612 34.5 129,932 15.0
1975 45,167 19.7 30,333 9.9 152,320 17.2
1976 48,791 8.0 33,710 ll.1 173,034 13.6
1977 53,169 '8.9 36,771 9.I 194.156 12.2
1978 55,282 4.0 37,702 2.5 219.059 12.8
1979 57.588 4.2 42,021 ll.5 244.253 ll.5



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































固定資産 外部出資 合 計 自己資本 (内部留保) 固定比率エ
1971年度h) 16,198 6,624 22,822 10,000 1.728 43.8
1975年度 23.370 9,774 33,144 15,226 3,835 45_9
1980年度(B) 38,478 16,041 54.519 27.783 10,857 51.0
(注) 全長 ｢嶺務報告書｣に.J:る. 1971年度は全購連､全版連の合計である｡
第6表 全点出資の協同会社等の近況 (単位:百万円)
1982年度
社 数 til守 田 社 数 出 資 額 社 数
31 8,861 34 ll,619 35
69 1.661 70 1,971 71
30 1.930 30 1.935 29
130 12,452 134 15,525 135
19 2,828 19 2,807 19




































第 7表 協同会社 Ⅰの設立時期別会社数
(単位:百万円)
会社数 出 資 額.
1972年3月以前 19 6,105
1972年4月～19∝)年3月 5 1.075
1980年4月以降 ll 5.746
(注) 全長資料にJ:る｡
全農の配当金の振替出資によるものであった｡こ
れを言い換えると,まず事業管理費と施設関連経
費の急増を,新規事業の拡大と名目的な事業分量
の増加による収益によって充足することであり,
その収益から得られる利益を内部留保と配当振替
出資に充当し,自己資本を増成することであった｡
この資本蓄積方式は新規事業拡大,事業分量の増
大と密接不可分の関係にあり,相互に因果関係を
なすものであった (参照 『農協年鑑』1977年版,
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p.195)0
その相互因果関係的な成長は,固定資産と自己
資本の関係についても指摘できる｡固定資産の増
加は,大消費地における卸売小売の商業的施設(直
販施設と集配センターなど),農村と都市を結ぶ物
流施設(エーコープラインなど),農畜産物加工お
よび購買品加工製造施設など,すべて新規事業の
拡大のための投資である｡この諸施設は全農直営
と協同会社に区別される｡
施設拡大のための固定資産額(外部出資ふくむ)
は1971年度の228臆から1980年度の545億-2･4倍
に達した｡そのうちの外部出資はすべて協同会社,
関連会社,関連団体-の出資であって,同期に66
億から160億へ2.4倍にふえた｡固定資産額にしめ
る外部出資額は両年度とも29%で変らない｡設備
投資増は固定資産と施設関連経費の増加をもたら
すが,それによる事業量増加は利益増を伴なう｡
増加した利益の大部分が内部留保と配当振替出資
の増加の源泉となる｡
ここでは設備投資の増加と自己資本増成が事業
分量と利益の増加を媒介にして,一種の相互因果
関係を形づくっている｡しかし,この因果関係は
単純な反覆ではなく,固定資産の増加率をこえて
自己資本が増成され,固定比率は徐々に改善され
た｡その固定比率改善の要因である自己資本増成
の過程で,内部留保紋の比率は1971年度17%から
1980年度39%-と急速に向上した｡これは全農の
資本構成が名目的な会員県連の出資金依存から漸
次に離陸し,独立的な資本の自己増殖運動を強化
したことを意味する｡
この資本自己増殖運動の過程において,外部出
資が絶対額において漸次に増加した｡外部出資の
大部分は協同会社,関連会社,関連団体にたいす
る出資である｡そのうち協同会社 Ⅰは全農成立以
益の主として全購連出資による会社19社,全農成
立以後,1980年3月までの設立5社,1980年度以
降のもの11社であって,近年,増加の傾向にある｡
これらの会社,団体は直接間接に全農事業の傘下
にあって,全国が基本的に経営権を掌握する会社
であり,また全農の強力な影響下にある会社であ
る｡しかし,法制的には全農の会員である県連,
農協の意志は直接に及ばない存在である｡その意
味で,これらの会社,団体は系統経済事業におい
て重要な役割をはたしているが,県連,農協に対
して独立した地位にある｡これは全農の県連,農
協からの離陸憤向を象散すると言うことができ
る｡
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